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団体概要団体概要

□団体概要

一般社団法人 ふくしま連携復興センター
代表 清水 修二（福島大学災害復興研究所 所長）
所在地 〒960-8068 福島県福島市太田町17-8 アーバン横山Ⅰ１階所在地 〒960 8068 福島県福島市太田町17 8 ア バン横山Ⅰ１階
設立 2011年7月20日（一般社団法人化 2011年12月1日）
TEL 024-573-2732
参画団体 （2012年2月時点）参画団体 （2012年2月時点）

・福島大学災害復興研究所
・NPO法人市民公益活動パートナーズ

・一般社団法人
Bridge for fukushima
NPO法人フロンティア南相馬

法 民 動
・NPO法人ビーンズふくしま
・NPO法人元気になろう福島

・NPO法人フロンティア南相馬

・NPO法人寺子屋方丈舎
元気玉プ ジ クト

・NPO法人ザ・ピープル

・元気玉プロジェクト

法人移動保育プ ジ クト ・NPO法人ザ・ピープル
・NPO法人いわき自立生活センター

・NPO法人移動保育プロジェクト
・福島県中地域NPOネットワーク



□事業ミッション

＜役割＞
被災者と被災地の自立的な復興をめざし、持続可能な地域被災者と被災地の自立的な復興をめざし、持続可能な地域
社会の実現に向けて、様々な復興支援のネットワークづくり
に取り組む。

１．避難者ニーズの調査を行い、それに基づいた抜けもれのない支援を行う

都道府県にいる県外避難者（約 万人） の情報提供ならびにネ ト クづくり２．46都道府県にいる県外避難者（約6万人）への情報提供ならびにネットワークづくり

３．被災者支援、復興支援に関わる情報交換や議論の場づくり

４．福島県内外および海外からの支援を結びつけるコーディネート

５ 被災自治体および被災者のコミュニティづくり および仕事づくりを支援する５．被災自治体および被災者のコミュニティづくり、および仕事づくりを支援する

６．被災者支援、復興支援活動の担い手となる市民団体および
公益法人の活動を促進させる公益法人の活動を促進させる

□事業ミッション

支援を必要とする
被災者の方々被災者の方々

人材・物資・資金面での
総合的なサポートによる、
抜け漏れない支援

市民のパートナーとして
必要な支援の提供

抜け漏れない支援

地方自治体
社協など

NPO・企業・
外部支援団体など

互いの強みを生かして、
それぞれの課題解決にあたる

ふくしま連携復興センター
被災者支援、復興支援に関わる情報交換や議論の場づくり・コーディネート被災者支援、復興支援 関わる情報交換 議論 場 くり ディ



□活動実績

・福島県との連携による仮設住宅アセスメント
（2011年８月、12月に実施）

・福島県災害対策本部とJPF、ADRA JPAN ,カリタス、救世軍との連携により福島県内、
県外の見なし仮設住宅へ暖房の供給

全 援物資 ボ 遣等 デ・全国からの支援物資、ボランティア派遣等のコーディネイト

・ふみだす生活サポートセンター（ふくしま県内にいる方への自主避難、法律相談
事業）東日本大震災復興支援財団事業）東日本大震災復興支援財団

・ふみだす探検隊（福島県内の子どもたちの県内外での体験学習、スポーツ交流）
延べ４回（170名の参加）延べ４回（170名の参加）

・セーブ・ザ・チルドレンジャパンと連携して県内子育て支援団体への調査
（2012年１月実施のべ45団体）（2012年１月実施のべ45団体）

・福島大学災害復興研究所とNPO法人ETIC．との協働事業による『福島・右腕派遣
プロジェクト』実施 （長期支援人材の派遣）プロジェクト』実施 （長期支援人材の派遣）

□今後の活動計画

1．仮設住宅および見なし仮設住宅へのアセスメント調査（年2回）
⇒調査からみえる課題に対する支援サポート

2．県外避難者支援
⇒県外避難者支援団体および全国組織と連携し、県外避難者の支援

県内外避難者への定期的な情報配信、継続的な連携サポート体制の構築

3．県内支援団体のネットワーク構築
⇒分野・地域別での支援団体のネットワークの構築、連携サポート

各 ポNPO等の各支援団体の組織基盤強化をサポート

4．地方自治体との連携
定期的な情報交換の場づくり⇒定期的な情報交換の場づくり

（現在の課題共有、課題解決のための連携体制の構築）
中長期的な視点での復興計画の情報交換、議論
＞政策提言までを担える組織づくりを目指す＞政策提言までを担える組織づくりを目指す

5．被災者自身の自立支援
⇒被災者の生きがいと居場所づくりのための支援サポート⇒被災者の生きがいと居場所づくりのための支援サポート

被災者自身が立ちあがるための就労機会提供のサポート、人材育成、起業支援

他地域への展開を視野に入れたモデルケースの構築 等


